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近年，自然災害の中でも，特に，南海トラフ巨大地震や首都直下型地震といった巨大地震が，人的・物的にも甚大な

被害をもたらす可能性があることが報告されている．しかし，巨大地震がもたらす長期的な国民所得・国民総生産の低

迷効果についての予測は十分になされていない．そこで，本研究では，阪神淡路大震災の被災状況を踏まえつつ，南海

トラフ巨大地震ならびに首都直下型地震がもたらす長期的な経済被害についての推計を試みた．その結果，南海トラフ

巨大地震，首都直下型地震の 20年経済被害は，それぞれ 1048兆円，678兆円と推計された． 
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1. 研究の背景と目的 

 

我が国では，自然災害に見舞われるリスクが高く，自

然現象がもたらす被害を如何に抑制するかが問われてき

た．自然災害は被災地内の深刻な人的・物的被害を引き

起こすのみならず，国家や社会・経済の機能に致命的な

障害をもたらす危険性があり，このような事態を防ぐべ

く，近年“Resilient＝強靭”な国土ならびに経済社会シ

ステムの実現が重要であるとされている． 

この考えに基づき，日本政府は 2013 年に「強くしな

やかな国民生活の実現を図るための防災・減災に資する

国土強靭化基本法」を成立させ，内閣官房に「国土強靭

化推進室」を設置，国土強靭化（ナショナル・レジリエ

ンス）の基本目標として，いかなる災害が発生しようと

も，①人命の保護が最大限図られること，②国家及び社

会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること，

③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化，④迅速

な復旧復興，を掲げている 1)． 

この国土強靭化を推進していく上で重要となるのが，

事業の妥当性や緊急性の判断であり，そのためには，自

然災害によってどれ程の被害が生じるのかといった定量

的な予測が必要とされる． 

近年，自然災害の中でも，特に，南海トラフ巨大地震

や首都直下型地震といった巨大地震が，人的・物的にも

甚大な被害をもたらす可能性があることが報告されてい

るが例えば 2)，3)，巨大地震がもたらす長期的な国民所得・

国民総生産の低迷効果についての予測は十分になされて

いない．そこで，本研究では，阪神淡路大震災の被災状

況を踏まえつつ，南海トラフ巨大地震ならびに首都直下

型地震がもたらす長期的な経済被害についての推計を試

みることとする． 

 

 

2. 本研究の推計手法 

 

 災害による被害には，建物，機械，インフラなどのス

トックの価値の減損を指す直接被害と，復興によって元

の水準に戻るまでの間に生ずる経済活動の落ち込み，す
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なわちフローの被害を指す間接被害がある．図-1 にあ

るように，地震・津波による道路網や生産施設の毀損に

よって生じる被害が直接被害であるが，こうした直接被

害によって，経済活動が低迷することで生じる被害が間

接被害である．本研究では，この間接被害を推計するこ

ととした．以下に，その推計方法を示す． 

 

図-1 直接被害，間接被害によって GDP が変化する因果プロセ

ス 

 

(1) 「20年経済被害」について 

柳川ら 4)では，阪神淡路大震災の被害期間が 20年に及

んでいることが示されていることから，本研究では，南

海トラフ巨大地震および首都直下型地震による国民総所

得（GDP）に対する影響が，阪神淡路大震災の時と同様

に 20 年間継続すると想定する．具体的には，南海トラ

フ巨大地震，首都直下型地震が生じた場合の GDP と，

生じなかった場合の GDP の差分を，20 年間分累計する

ことで，トータルの GDP の毀損額を推計する（いわゆ

るwith/withoutの考え方を採用した）．この値のことを，

以下，「20年経済被害」と呼称することとする． 

また，柳川ら 4)は，阪神淡路大震災の20年間のGRPの

リカバリーカーブ（図-2）を導出していることから，本

研究では，このリカバリーカーブと，南海トラフ巨大地

震および首都直下型地震のリカバリーカーブが相似をな

すものと仮定し，推計を行った．ここで言うリカバリー

カーブとは，被災地における被害が，経年的に回復し，

最終的に被害がなかった場合に想定される水準に戻るま

での，その被害の回復していく回復曲線のことである． 

 

図-2 阪神淡路大震災のGRPのリカバリーカーブ 

 

(2) 「20年経済被害」の推計方法 

 南海トラフ巨大地震および首都直下型地震の「20 年

経済被害」の推計式は以下の通りである． 

 

DTA ＝f (GDP(Before) ,  GDP(Damage),  GDP(After), TD1, TD2, TA)  

＝Σn(GDP(Before)―GDP(Damage_TDn))×TDn 

＋(GDP(Before) –GDP(After))×(TA―Σn TDn) 

 

DTA：20年経済被害 

TA：評価対象期間（20年） 

TD1：復興期間１の期間長（2年） 

TD2：復興期間２の期間長（8年） 

GDP(Before) ：災害「前」のGDP水準 

GDP(Damage_TDn)：災害「後・復興前」(復興期間 n)の GDP

水準  

GDP(After)  ：災害「復興後」のGDP水準   

 

本研究では，図-3 に示した因果プロセスを想定した

空間的応用一般均衡モデル（SCGE モデル）を活用して，

GDP(Before)，GDP(Damage_TD1)を推計することで，20 年間の

GDP毀損額を測定した． 

この SCGEモデルの概要については，3.において詳述

する．また，本研究は，SCGE モデルを用いて，南海ト

ラフ巨大地震および首都直下型地震による「道路機能不

全」と「資産毀損」を反映させた経済被害を推計したも

のであり，この「道路機能不全」と「資産毀損」につい

ては，4.において説明する． 

 

図-3 SCGEモデルの概略 

 

 

3. SCGEモデルについて 

 

 ここでは，本研究で採用する因果プロセスを想定した

空間的応用一般均衡モデル（SCGE モデル）について説

明する．(1)では，SCGE モデルの概略について，(2)では，

SCGEモデルの前提条件について，説明する． 

 

(1)  SCGEモデルの概要 

資本市場資本市場

地域 i j地域

家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業 家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業

資本市場資本市場

地域 i j地域

家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業 家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業
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本研究では，ストック効果のうち間接効果を計測対象

とする SCGEモデルを用いて，「道路網機能不全」「資

産毀損」による経済被害を計測する．SCGE モデルは，

各地域への被害（効果）をより細かく捉えることが可能

であり，地域間所要時間の増加（減少）によって，地域

の生産者（企業）や消費者（世帯）に波及し，各地域へ

どの程度の経済被害（効果）を及ぼすかを統計的に把握

できる経済シミュレーションモデルである． 

SCGE モデルを用いた経済被害の計量化は，既に数多

くの試みが報告されている．土屋ら 5)は，東海地震を対

象に，高速道路や東海道新幹線等の交通施設が被災した

状況を想定し，地域別での経済被害を定量的に計測して

いる．また，小池ら 6)は，新潟県中越地震を対象に，被

害額の算定に加え，磐越道および上信越道が整備されて

いたことで，リダンダンシー機能が発揮され，被害の軽

減に大きく貢献したことを定量的に計測している．一方，

既存研究の多くが，データ制約の関係上，都道府県単位

を基本とした分析であるため，都道府県よりも細分化さ

れたエリアでの被災条件を反映した分析および被害の計

量化の実例は少ない． 

そこで本研究では，小池ら 7)で構築された小規模多地

域の SCGEモデルを用いて，より細分化されたエリアで

の被災条件を反映した検討を行うこととする．モデルの

定式化については以下に示す通りである． 

 

a) モデルの概略 

本研究で採用する SCGEモデルでは，まず複数の空間

に分割された社会経済を想定し，それぞれの空間にはア

クティビティベースの企業および代表的消費者が存在し，

それぞれ費用最小化行動および効用最大化行動を想定す

る．市場に関しては，財，資本は全地域に開放されてお

り，労働市場は地域内で閉じているものと仮定する．各

市場においては，完全競争を仮定し，財の輸送に関して

は，Ice-berg 型輸送技術を想定する．モデルの概略は図-

3に示す通りである． 

なお，本モデルでは，以下のサフィックスで変数を表

すものとする． 

・地域を表すサフィックス： 

 　　　　　 IojiI ,,,,,,,,2,1   

・産業を表すサフィックス： 

 　　　　　 MnmM ,,,,,,2,1   

 

b) 企業の行動モデル 

地域 i に立地し，財mを生産する企業は，自地域と他

地域で生産された中間投入財，本源的生産要素（労働・

資本）により構成される生産要素を用いて，財を生産す

る． 

各地域には，生産財ごとに 1つの企業が存在すること

を想定し，地域 i において財mを生産する企業の生産関

数をLeontief型で仮定すると以下のようになる． 




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


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m

iY  ：地域i の財mの生産量  

m

i
v  ：地域i の財mの付加価値  

nm

i
x  ：地域i 産業nからmへの中間投入財 

nm

i
a  ：地域i 産業nからmへの中間投入財の投入係数 

m

i
a0

 ：地域i の財mの付加価値比率  

次に，企業の付加価値に関する最適化問題は，付加価

値 1単位当たりの要素費用最小化行動として以下のよう

に定式化する．ここで付加価値関数は，労働と資本につ

いて規模に関して収穫一定を仮定したコブ・ダグラス型

を仮定する． 

   
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KLAvts
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
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 （2） 

iw  ：地域i の労働賃金率  

r  ：資本レント  

m
iL  ：地域i 財mの労働投入量  

m
iK  ：地域i 財mの資本投入量  
m
i  ：地域i 財mの生産要素（労働）の分配パラメータ 
m
iA  ：地域i 財mの効率パラメータ（全要素生産性） 

式（2）の費用最小化問題をラグランジュ未定乗数法

により解くと，生産要素需要関数（労働・資本）が求ま

る．また，付加価値関数が超過利潤ゼロの条件から，平

均費用として求めることができる． 
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 （5） 

m

icv  
：地域i 財mの単位生産当たりの付加価値 

 

c) 世帯の行動モデル 

各地域には代表的な世帯が存在し，自己の効用が最大

になるように自地域と他地域からの財を消費すると仮定

する．すなわち，世帯がどの地域からどれだけ財を消費

するかを地域間交易モデル（Logit モデル）で表現する． 

世帯の行動は，以下のような所得制約条件下での効用

最大化問題として定式化する． 

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

 













Mm

m
i

m
iii

Mm

m
i

mM
iiii

dp

T

K
rwlts

ddddU

　

　

..

ln,,,.max 21 

 （6） 

i
U  ：地域i の効用関数  

m

id  ：地域i 財m の消費水準  
m

ip  ：地域i 財m の消費者価格（C.I.F.PRICE） 
m  ：財m の消費の分配パラメータ  

 
( 1 Mm

m ) 

il  ：地域i の一人当たり労働投入量  

 
( iMm

m
ii NLl ／ 

 ) 
 

K  ：世帯全体における総資本保有量  

 
(   


Ii Mm

m
iKK ) 

 

T  ：世帯全体における総人口  

 
(  


Ii iNT ) 

 

式（6）の効用最適化問題をラグランジュ未定乗数法

により解くと，消費財の需要関数を求めることができる． 


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d) 地域間交易モデル 

Harker モデルに基づいて，各地域の需要者は消費者価

格（C.I.F.PRICE）が最小となるような生産地の組み合わ

せを購入先として選択する．地域 j に住む需要者が生産

地 i を購入先として選択し，その誤差項がガンベル分布

に従うと仮定すると，その選択確率は以下のようなロジ

ット型の交易モデルで表現できる．なお，本モデルでは，

最終需要量と中間投入需要量を分類し，各財の消費先選

択確率を明示したモデルを想定するため，消費先選択確

率を最終消費財と中間投入財の 2パターンで定義する．

ただし，実証分析においては，最終消費財と中間投入財

の流動を分別することができないため， 
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m

ij
Fs  ：地域 j の需要者が地域 i から最終消費財m を

購入する選択確率 
m

iFY  ：地域i 財m の最終需要量を満たす生産量 

m

ij
Is  ：地域 j の需要者が地域i から中間投入財m を

購入する選択確率 
m

iIY  ：地域i 財m の中間投入需要量を満たす生産量 

ij
t  ：地域i から地域 jへの所要時間（交通抵抗） 

m

o
  ：ロジットモデル内のパラメータ 

 

m

o  ：価格に占める輸送比率 
 

消 費 者 価 格 （ C.I.F.PRICE ） は ， 生 産 者 価 格

（F.O.B.PRICE）に交通抵抗を考慮することで，（10）

式のように表わすことができる． 
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e) 市場均衡条件 

本モデルでは，以下の市場均衡条件が成立する． 
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m
ij

m
j
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ij IsIXIz   （14） 

   

供給   

   



Jj
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ijij
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o
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本源的生産要素  

i

Mm
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i LL 



 （16） 

KK
Ii Mm

m
i  

 

 （17） 

   

生産者価格体系  

  
 


Mm Ii

ij
m
o

m
i

m
ij

mn
j

n
j

n
j

n
j tqIsacvaq 10  （18） 

m
ijFz  

：財mの地域i から地域 j の最終需要流動量 

m
ijIz  

：財mの地域i から地域 j の中間投入需要流動量 

m
jIX  

：地域 j財mの中間投入需要量 

n
jq  

：地域 j財nの生産者価格（F.O.B.PRICE） 

 

(2) SCGEモデルの前提条件 

a) 対象範囲とゾーニング 

SCGE モデルの分析対象範囲については，明確な設定
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基準はないが，社会資本整備による影響が及ぶ範囲，即

ち，現況での経済的取引が多いエリアを網羅的に設定す

ることが望ましいと考えられる．本研究で対象とする南

海トラフ地震や首都直下型地震による被害は全国に波及

すると考えられることから，全国 47 都道府県を対象と

する．また，ゾーニングは，全国幹線旅客純流動調査 8)

で設定されている 207生活圏とする． 

なお，本研究では内閣府中央防災会議の想定する地震

シナリオに基づき，震度 6 以上の生活圏を「激甚被災

地」，それ以外を「激甚被災地周辺」とした 2)，3)．南海

トラフ巨大地震，首都直下型地震の「激甚被災地」を，

それぞれ図-4，図-5に示す． 

 

図-4 激甚被災地（南海トラフ巨大地震） 

 

 

図-5 被災地生活圏（首都直下型地震） 

 

b) 産業分類 

本研究では，県民経済計算の産業分類を基本に表-1

の 16分類でデータの整備を行った． 

表-1 産業分類 

No. 産業名 

1 農林水産業 

2 鉱業 

3 飲食料品 

4 繊維製品 

5 パルプ・紙・木製品 

6 化学製品 

7 石油・石炭製品 

8 窯業・土石製品 

9 鉄鋼・非鉄金属・金属製品 

10 一般機械 

11 電気機械・情報・通信機器 

12 輸送機械 

13 その他の製造工業製品 

14 建設 

15 電力・ガス・水道 

16 サービス 

 

c) 経済データ 

これまで設定した前提条件を基に，SCGE モデルにイ

ンプットする経済データを作成する．SCGE モデルで通

常使用される経済データは，地域間産業連関表であるが，

207 生活圏レベルでの産業連関表は政府統計として整備

はされていない．そこで，本研究で用いる経済データは，

生活圏別の付加価値額データを基に産業連関表を推計し

基準均衡データとする．産業分類別に，表-2 で示す算

出方法に基づき産業活動関連データ（ゾーン別経済指標）

の整理を行う．付加価値額データについては，都道府県

民経済計算から工業統計データ等を用いて案分し整備を

行う． 

表-2 インプットデータの概説 

産業活動 

関連データ 
算出方法および出典 

付加価値額 ・H17都道府県民経済計算 

人口 ・H17国勢調査 

労働所得 

・ゾーン別付加価値額×労働シェア 

※労働シェアは H17 産業連関表

（都道府県別）より設定する 

資本所得 

・ゾーン別付加価値額×資本シェア 

※資本シェアは H17 産業連関表

（都道府県別）より設定する 

中間投入額 
・H17産業連関表（都道府県別） 

 中間投入額  

消費のシェア 
・H17産業連関表（都道府県別）  

産業別最終需要額／最終需要額計 

 

 

4. Tij，Miについて 

 

本研究は，SCGE モデルを用いて，南海トラフ巨大地

震および首都直下型地震による「道路機能不全」と「資

産毀損」を反映した経済被害を推計するものである． 

『災害「前」』の Tij（生活圏 ij 間の所要時間）と Mi

（生活圏 i の資産量）を入力することで，GDP(Before)を推

計し，また，『災害「後・復興前」(復興期間 1)』の Tij

とMiを入力することで，GDP(Damage_TD1)を推計し，復興期

間TD1におけるGDP毀損額を測定する． 

(1)では「道路機能不全」を表す指標である Tij につい
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て説明し，(2)では「資産毀損」を表す指標である Mi に

ついて説明する． 

 

(1) Tij（生活圏ij間の所要時間）について 

Tijの算出方法について以下に示す． 

 

a) 破断率及び速度変化率の推定 

第一段階として，2011年の東日本大震災時に収集され

た車両通行実績から，通行が観測されなかった道路を破

断したリンクとし，震度別・道路種別に破断確率および

移動速度の変化率を推定した． 

なお，中央防災会議の想定に基づき，南海トラフ巨大

地震および首都直下型地震ともに，震度 6以上のエリア
9)を道路機能不全，すなわちリンク破断が想定される地

域と設定する．また，中央防災会議の設定では，高速道

路の通行止め期間は短いことを前提としているため，本

分析では，高速道路の破断は想定せず，直轄国道以下の

道路破断を考慮することとする． 

道路破断率は震災直後，半年後，一年後，一年半後の

4 期間に集計されたデータの日数での加重平均を取って

算出した．速度変化率は，破断率と同様の方法で得られ

た速度平均を，震災前に集計したデータと比較して算出

した（表-3）． 
表-3 道路破断率及び速度変化率 

破断率 
直轄 

国道 

補助 

国道 

都道府県 

道 

市町村

道 

震度 6 1.1% 9.2% 15.5% 19.4% 

震度 7 0.0% 10.2% 9.0% 17.6% 

 

速度 

変化率 

直轄 

国道 

補助 

国道 

都道府県 

道 

市町村

道 

震度 6 95.8% 95.2% 96.2% 100.0% 

震度 7 96.9% 90.4% 95.0% 100.0% 

 

b) 地震シナリオの適用 

第二段階として， 207 生活圏ゾーンから南海トラフ巨

大地震および首都直下型地震の激甚被災地を内閣府中央

防災会議の被害想定に基づき選出し（図-4，図-5），前

段階で推定した破断率によってリンクをランダムに破断

させ，被災後道路ネットワークのデータセットを得た．

具体的には，DRM リンクごとに 1~0 の乱数を発生させ

て，乱数が，道路破断率を下回った場合は破断し，上回

った場合は破断しないものとして仮定した． 

 

 c) 生活圏間所要時間の計算 

 第三段階として，地震発生前後の生活圏間の所要時

間を計算した．所要時間は最寄り IC までのアクセス時

間，高速道路上のラインホール旅行時間，IC から目的

地までのイグレス時間の和として式(3)のように定義し

た． 

 𝑇𝑖𝑗 = 𝑇𝐷𝑖 + 𝑇𝐿𝑖𝑗 + 𝑇𝐷𝑗  (19) 

𝑇𝑖𝑗  ：生活圏 i-j間の所要時間  

𝑇𝐷𝑖  ：最寄り ICまでのアクセス時間  

𝑇𝐿𝑖𝑗 ：ラインホール旅行時間  

𝑇𝐷𝑗  ：最寄り ICからのイグレス時間  

被災地外生活圏においては生活圏代表都市役場から最

寄り IC までを代表アクセス/イグレス時間，被災地生活

圏においては各 1km メッシュからそれぞれアクセス/イ

グレス時間を計算し，平均してその生活圏のアクセス/

イグレス時間とした． 

また，被災地内の所要時間の計算の際は第一段階で推

定した速度変化率を各道路リンクの法定速度に乗じた．

ただし，破断リンクに関しては，全く通行不能ではなく，

通行が困難に陥ったものと解釈することとした．具体的

には，破断と判定されたリンクは，歩行速度並の徐行で

あれば通行できたものと考えて，時速 4km/hと設定し，

1kmメッシュから最寄りICまでの所要時間を算定した． 

 

(2) Mi（生活圏 iの資産量）について 

SCGE モデルの被災シナリオは，Tij（生活圏 ij 間の所

要時間）に加えて，Mi（生活圏 i の資産量）を用いた．

Miは生活圏 iの直接残留資産のことであるが，本研究で

は生活圏 iのGRPと一致するように設定した． 

『災害「後・復興前」(復興期間 1)』の Miについては

以下のように算出した．まず，阪神・淡路大震災の被災

エリアにおけるMiの毀損率が0%，-10%，-20%，-30%の

時のGDP毀損率を算定すると，図-6のようになった． 

 

図-6 Mi毀損率とGDP毀損率 

 

一方，実績値として阪神・淡路大震災時の被災エリア

の『災害「後・復興前」(復興期間 1)』の GDP は－40％

であったことから，図-6よりこの時のMi毀損率を-26.8%

と設定した． 

また，リンクが寸断され「外部から隔離された沿線資

産」は，サプライチェーン寸断により生産に貢献できな

いため 0とする．すなわち前述の破断リンクを経由しな

いと到達できない1kmメッシュの割合を到達困難メッシ
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ュとして，集計し，この到達困難メッシュ率を前述の

Mi毀損率を-26.8%に上乗せする． 

さらに，南海トラフ巨大地震のケースにおいては，国

土地理院が取りまとめた10万分の1浸水範囲概況図 10)に

基づき，浸水が想定されるゾーンを確認し，「生活圏内

の浸水リンク延長/生活圏内のリンク延長合計」の値を，

Mi毀損率の-26.8%に上乗せすることとした．具体には下

式に示す通りである． 

 

***
iiii MeILMM    （20） 

  iii ILMIL  1*    （21） 

  iiii MeILMMe  ** 1   （22） 

 
*
iM ：到達困難および浸水を考慮したMi毀損率， 

iM ：26.8%， 

*
iIL ：浸水によるMi毀損率， 

iIL ：生活圏 iの浸水リンク延長率， 

*
iMe ：到達困難に伴うMi毀損率， 

iMe ：生活圏 iの到達困難メッシュ率 

 

 

5. 推計結果 

  

以上の前提に基づいて行った推計結果を以下に示す。 

 

(1) 南海トラフ巨大地震 

南海トラフ巨大地震については，GDP が 522 兆円

（GDP(Before)）から 386 兆円 （GDP(Damage_TD1)）に減少し，

「20年経済被害」は 1048兆円と推計された． 

1048兆円という経済被害は，日本国内の全ての経済主

体の合計所得の損失額であるが，激甚被災地エリアにお

いて，とりわけ被害が大きい． 

図-7 は，激甚被災地エリアに含まれる政令指定都市

を抜粋し，納税者一人当たりの損失所得額（20 年間累

計）を記載したものである．エリアは生活圏単位であり，

当該生活圏の所得を，代表都市の所得に等しいと想定し

て推計した． 

20年間累計で，納税者一人当たり，平均 800万円前後

から 2000 万円以上の所得が失われてしまうことが推定

された．これはつまり，大阪や名古屋において，20 年

間累計所得が 25%以上縮小するということである 

なお，阪神淡路大震災の時の神戸における（今日と当

時の所得水準が同じであると改定した場合の）損失所得

額（20年間累計）は，1158万円と推計されるが 4)，南海

トラフ巨大地震の時の神戸における損失所得額は 1340

万円であり，15%程度増加している．つまり，南海トラ

フ巨大地震では，阪神淡路大震災が神戸に与えたダメー

ジを上回るダメージが，より広域にもたらされることが

予想されるのである． 

 

図-7 南海トラフ巨大地震によって失われる地域別所得総額 

（20年間累計） 

 

(2) 首都直下型地震 

首都直下型地震については，GDP が 522 兆円

（GDP(Before)）から，433 兆円（GDP(Damage_TD1)）に減少し，

「20年経済被害」は 678兆円と推計された． 

図-8 に示すように，納税者一人当たりの損失所得額

（20年間累計）は，平均約900万円から2100万円以上に

及ぶことが推計された．なお，阪神淡路大震災の神戸に

おける損失所得額（20 年間累計）を，当時の神戸の所

得水準が今日の東京 23 区のそれと同程度であるという

前提で推定したところ，1479万円と推計された．下図に

示した東京 23区の損失額 2112万円は，この推計値より

も 40%以上も高い水準である．つまり，首都直下型地震

では，阪神淡路大震災が神戸に与えたダメージを遥かに

上回るダメージが，東京 23 区を中心とした被災エリア

にもたらすことが予想される． 

 

図-8 首都直下型地震によって失われる地域別所得総額 

（20年間累計） 
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6. おわりに 

  

本研究では，阪神淡路大震災の被災状況を踏まえつつ，

南海トラフ巨大地震ならびに首都直下型地震がもたらす

長期的な経済被害についての推計を試みた．その結果，

南海トラフ巨大地震，首都直下型地震の 20 年経済被害

は，それぞれ 1048兆円，678兆円と推計された．本研究

で得られた推計結果は，南海トラフ巨大地震，首都直下

型地震による経済被害が、我が国の存立・発展に致命的

な影響を及ぼしかねないものであることを示すものであ

る。 

こうした分析は，道路破断や建物倒壊を防ぐための耐

震補強や、津波による浸水被害を防ぐための堤防補強な

どの今後実施すべき強靱化政策の妥当性や喫緊性の判断

に資するものであると考えられる．本研究では，南海ト

ラフ巨大地震，首都直下型地震の推計を行ったが，本研

究で考案した，経済被害の推計手法を用いて，他のケー

ズ，エリアにおいても経済被害の予測を行っていく必要

がある。 
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